
IRYO　Vol．74　No．11/12 ─ 485 ─

シンポジウム１

医師偏在の解消に向けて
－変わりゆく医師数や労働環境の中で－

早 川 啓 史† 岡 田 千 春＊ 第73回国立病院総合医学会
(2019年11月９日　於　名古屋）
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要 旨 医師偏在の問題は，地域によってはきわめて深刻な問題になっている．大都会と地方
の比較といった広域なものばかりではなく，比較的狭い自治体の中での偏在もおこっ

ている．医師の偏在問題は，地域医療構想，働き方改革，医師の育成数といった国の政策に加え，
医学部の所在地，各地域の地理，経済，人口構成，および従来からそれらの地域で構築されてき
た医療体制などが複雑に絡み合っている．是非はさておき医局制度が機能していた時は，医師派
遣がある程度のコントローラーになっていた．医師が何科を選択し，どこで学び働くかは本人の
意思に委ねられる．この「選択の自由」が偏在の重要なファクターであることは間違いないが，
ほかにも偏在に関わる重要事項は多岐にわたって存在する．本シンポジウムでは，以下の３人の
先生から講演をいただき，少しでもこの難問の解決に向けた議論ができればと企画したものであ
る．

キーワード　医師の偏在

　講演内容の趣旨をまとめてみたいと思う．
　桐野氏は，医師の育成数および医師数の推移や経
緯を詳細に検討され，医療や社会情勢の変化を加味
しながら，偏在問題の考察を展開された．すなわち，
1970年代に始まった一県一医大政策によって医師の
育成数は飛躍的に伸び，必然的に医師数は増加した．
しかし，2004年から始まった初期臨床研修制度は都
市部や大学医局への医師偏在を引き起こし，地方で
は深刻な医師不足が生じるようになったため，医学
部入学の定員枠が拡大され，さらなる医師の育成数
の増が実施されることになった．しかし，時代とと
もに患者サイド（社会）が医療に求める安全性やサー
ビス向上への要求は高まり続け，医療従事者サイド

においても「働き方改革」が導入されてきたことに
より，相対的な医師不足はいたちごっこのように続
いている．医師の偏在には，地域的（地理的）なも
のと診療科に関わるものがある．いずれの偏在も地
域ニーズとのミスマッチによる非効率な医療体制を
生じ，マンパワーが理想的に配置された状況と比べ
るとより多くの医師数が必要となる．しかし，県庁
所在地や大学医学部のある都市部に医師が集積し，
そこから離れた地方では医師数は少ないという状況
は，何ら規制がない現状では改善の気配が乏しく，
医学部入学における地域枠制度が問題解決に少しで
も寄与していくことが期待されている．
　飛田氏は，医師不足が顕著な山形県において，重
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症心身障がい，神経難病，一般病床からなるNHO
米沢病院の運営に関するご苦労と成果を報告され
た．同院が位置する置賜地方二次医療圏では，先駆
的に医療機関の統合再編が行われ，再編の動きは米
沢市にもおこっているとのことである．従来どおり
の医療体制がいまだにほぼ維持されている地域から
みると，かなり衝撃的な話である．NHO米沢病院
では，常勤医を招聘

へい

することが困難であることから，
小児科，形成外科，婦人科，歯科口腔外科，整形外
科，泌尿器科，脳神経内科，皮膚科，循環器内科，
耳鼻咽喉，消化器外科，眼科といった多岐にわたる
診療科において，週0.5–５日の非常勤医師の支援を
受けることによって診療機能を維持している．その
ような形態において黒字を計上し，病棟の建て替え
を予定されている．しかし，全国平均より10年進行
している高齢化率の中，今後一層，医療関係者の確
保が困難になり，医師不足の助長と都市部へのさら
なる医師集中（偏在）がおこる懸念があり，地域の
実情に合わせたさらなる検討が必要であることを強
調された．
　小林氏は，そもそも国全体の人口分布に偏在があ
り，一定区域に10–20万人の居住者がないとさまざ
まな生活に必要な施設のみならず，救命救急セン
ターのような高度医療機関は存続しえないことを述
べられた．そういった背景をもとに，地域医療構想
に基づいた病院の再統合や機能分化が求められてい
ることを指摘された．また，人口あたりの医師数の
比較だけでは医師の分布状況は把握できないことか
ら，最近示された医師偏在指標が新たな混乱を招く
可能性についても言及された上で，医師不足に悩む
病院自身が考えるべき方策を示された．医師偏在の
背景には，医師の専門医志向や居住地に対する家族

の意向がある．また，年代別にみると，若い年代で
は経験を積みたい気持ちを強く持つが，中堅以降で
は一定の権限と収入を求める傾向がある．医師の招
聘に関しては，このような医師の希望や就労動機の
認識が重要である．医師の少ない病院は自院のみで
対応できることに限界があるため，地域の他の医療
機関，医師会，行政などとタッグを組んで医師の教
育環境を整えることのメリットなどを提示され，病
院における医師採用能力の向上が必要との考えを示
された．

おわりに

　いずれの先生方の講演からも，地域によって事情
が異なり，その地域に合ったさまざまな工夫をこら
しながら直近の医師偏在の問題をしのいでいかざる
を得ないと感じた．しかし，長期的な視野からは，
地域別および診療科別の医師の分布に関して，何ら
かのコントロールシステムが創設される必要がある
のではないかと思う．職業に関するさまざまな「自
由」はもちろん尊重されるべきであるが，自由主義
は必ず格差をともなう．「規制」につながる議論は
大変な混乱を招く恐れはあるが，格差（本シンポジ
ウムでは「偏在」）の是正を真剣に議論するのであ
れば，「何らかのコントロールシステム」は避けて
は通れないテーマであろう．

〈本論文は第73回国立病院総合医学会シンポジウム「医
師偏在の解消に向けて　－変わりゆく医師数や労働環
境の中で－」で発表された内容を座長としてまとめた
ものである．〉


